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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　半導体基板と、
　第１の電極と、前記第１の電極よりも光入射面側に配された第２の電極と、前記第１の
電極と前記第２の電極との間に配された光電変換層と、を含み、前記半導体基板に対して
光入射面側に配された光電変換部と、
　前記第１の電極に接続された少なくとも１つの配線層と層間絶縁膜とを含み、第１の電
極と前記半導体基板との間に配された配線構造体と、
　前記光電変換層と接する絶縁部材と、を有し、
　前記光電変換層の前記絶縁部材に囲まれた部分の、前記光入射面に平行な第１の面の面
積は、前記光電変換層の前記絶縁部材に囲まれた部分の、前記第１の面と前記第２の電極
の間に配された第２の面の面積よりも小さく、
　前記第１の電極の前記光入射面への正射影の面積は、前記第２の面の前記光入射面への
正射影の面積よりも小さく、
　前記第１の面の前記光入射面への正射影の面積は、前記第１の電極の前記光入射面への
正射影の面積よりも小さいことを特徴とする光電変換装置。
【請求項２】
　前記部分はテーパー形状を有することを特徴とする請求項１に記載の光電変換装置。
【請求項３】
　前記光電変換装置は、前記光電変換部とは別の第１の光電変換部を有し、
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　前記別の光電変換部は、第３の電極と、前記第３の電極よりも前記光入射面側に配され
た第４の電極と、前記第３の電極と前記第４の電極との間に配された第１の光電変換層と
、を含み、
　前記光電変換装置は、前記第１の光電変換層と接し、前記第１の光電変換層と共に第１
の導光路を構成する第１の部材を有し、
　前記光電変換層の前記絶縁部材に囲まれた部分の前記光入射面に垂直な方向に沿った最
大長さは、前記第１の光電変換層の前記第１の部材に囲まれた部分の前記光入射面に垂直
な方向に沿った最大長さよりも長いことを特徴とする請求項１または２に記載の光電変換
装置。
【請求項４】
　前記光電変換装置は、前記光電変換部とは別の第１の光電変換部を有し、
　前記別の光電変換部は、第３の電極と、前記第３の電極よりも前記光入射面側に配され
た第４の電極と、前記第３の電極と前記第４の電極との間に配された第１の光電変換層と
、を含み、
　前記光電変換装置は、前記第１の光電変換層と接し、前記第１の光電変換層と共に第１
の導光路を構成する第１の部材を有し、
　前記光電変換層の前記絶縁部材に囲まれた部分の前記光入射面に平行な方向に沿った最
大長さは、前記第１の光電変換層の前記第１の部材に囲まれた部分の前記光入射面に水平
な方向に沿った最大長さよりも長いことを特徴とする請求項１乃至３のいずれか１項に記
載の光電変換装置。
【請求項５】
　前記第２の電極は、前記絶縁部材の前記光入射面側の上面と前記光電変換層の前記光入
射面側の上面に接して設けられる
　ことを特徴とする請求項１乃至４のいずれか１項に記載の光電変換装置。
【請求項６】
　前記光電変換層は、前記絶縁部材の前記光入射面側の上面と前記第２の電極の前記半導
体基板側の下面に接して設けられる
　ことを特徴とする請求項１乃至４のいずれか１項に記載の光電変換装置。
【請求項７】
　前記光電変換層は、量子ドット層である
　ことを特徴とする請求項１乃至６のいずれか１項に記載の光電変換装置。
【請求項８】
　前記光電変換部は、前記第１の電極と前記光電変換層との間に、絶縁膜を有する
　ことを特徴とする請求項１乃至７のいずれか１項に記載の光電変換装置。
【請求項９】
　前記光電変換層と前記絶縁部材とが導波路を構成する
　ことを特徴とする請求項１乃至８のいずれか１項に記載の光電変換装置。
【請求項１０】
　半導体基板と、
　光入射面を有する第１の電極と、前記第１の電極と前記半導体基板との間に配された第
２の電極と、前記第１の電極と前記第２の電極との間に配された光電変換層と、を含み、
前記半導体基板に対して光入射面側に配された光電変換部と、
　前記第２の電極に接続された少なくとも１つの配線層と層間絶縁膜とを含み、第２の電
極と前記半導体基板との間に配された配線構造体と、
　前記光電変換層と接する絶縁部材と、を有し、
　前記光電変換部の断面において、前記光電変換層は前記絶縁部材の第１部分と第２部分
との間に配され、
　前記断面において、前記半導体基板からの第１の位置での前記第１部分と前記第２部分
との第１の距離は、前記第１の位置より前記半導体基板に近い第２の位置での前記第１部
分と前記第２部分との第２の距離より長く、
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　前記断面において、前記第２の電極の幅は、前記第１の距離より小さく、かつ、前記第
２の距離より大きい
　ことを特徴とする光電変換装置。
【請求項１１】
　前記光電変換層の前記絶縁部材に囲まれた部分はテーパー形状を有することを特徴とす
る請求項１０に記載の光電変換装置。
【請求項１２】
　前記光電変換装置は、前記光電変換部とは別の第２の光電変換部を有し、
　前記第２の光電変換部は、第３の電極と、前記第３の電極と前記半導体基板との間に配
された第４の電極と、前記第３の電極と前記第４の電極との間に配された第２の光電変換
層と、
を含み、
　前記絶縁部材は前記光電変換層と前記第２の光電変換層との間に配される
　ことを特徴とする請求項１０または１１に記載の光電変換装置。
【請求項１３】
　前記第１の電極は、前記絶縁部材の前記光入射面側の上面と前記光電変換層の前記光入
射面側の上面に接する
　ことを特徴とする請求項１０乃至１２のいずれか１項に記載の光電変換装置。
【請求項１４】
　前記光電変換層は、前記絶縁部材の前記光入射面側の上面と前記第２の電極の前記半導
体基板側の下面に接する
　ことを特徴とする請求項１０乃至１２のいずれか１項に記載の光電変換装置。
【請求項１５】
　前記光電変換層は、量子ドット層である
　ことを特徴とする請求項１０乃至１４のいずれか１項に記載の光電変換装置。
【請求項１６】
　前記光電変換部は、前記第２の電極と前記光電変換層との間に、絶縁膜を有する
　ことを特徴とする請求項１０乃至１５のいずれか１項に記載の光電変換装置。
【請求項１７】
　前記光電変換層と前記絶縁部材とが導波路を構成する
　ことを特徴とする請求項１０乃至１６のいずれか１項に記載の光電変換装置。
【請求項１８】
　請求項１乃至１７のいずれか１項に記載の光電変換装置と、
　前記光電変換装置からの信号を処理する信号処理部と、を有する撮像システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光電変換装置、及び、光電変換装置を用いた撮像システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　半導体基板の上に設けられた光電変換層を用いた光電変換装置が知られている。特許文
献１には、画素毎に設けられ、上部電極と下部電極に挟まれている光電変換層を有する光
電変換装置が記載されている。特許文献１に記載の上部電極と光電変換層は、画素境界部
まで延在しており、１つの画素における光電変換可能な領域の面積占有率が高い（開口率
が高い）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１２－０６４８２２号公報
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　特許文献１の下部電極は、上部電極と光電変換層と同様に、画素境界部から画素境界部
まで設けられている。しかし、下部電極は、光電変換層の容量の一部を構成するため、そ
の形状によって光電変換層の容量が変わってしまう。光電変換装置において、光電変換層
の電荷を蓄積する容量が増大すると、光電変換された信号に重畳するノイズ（ｋＴＣノイ
ズ）が増大しうる。
【０００５】
　そこで、本発明は、光電変換層の開口率を維持しつつ、光電変換層で生じた信号のノイ
ズを低減することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の光電変換装置の１つは、半導体基板と、第１の電極と、前記第１の電極よりも
光入射面側に配された第２の電極と、前記第１の電極と前記第２の電極との間に配された
光電変換層と、を含み、前記半導体基板に対して光入射面側に配された光電変換部と、前
記第１の電極に接続された少なくとも１つの配線層と層間絶縁膜とを含み、第１の電極と
前記半導体基板との間に配された配線構造体と、前記光電変換層と接する絶縁部材と、を
有し、前記光電変換層の前記絶縁部材に囲まれた部分の、前記光入射面に平行な第１の面
の面積は、前記光電変換層の前記絶縁部材に囲まれた部分の、前記第１の面と前記第２の
電極の間に配された第２の面の面積よりも小さく、前記第１の電極の前記光入射面への正
射影の面積は、前記第２の面の前記光入射面への正射影の面積よりも小さく、前記第１の
面の前記光入射面への正射影の面積は、前記第１の電極の前記光入射面への正射影の面積
よりも小さい。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明によって、光電変換層の開口率を維持しつつ、信号のノイズを低減することが可
能となる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】第１の実施形態を説明するための平面模式図である。
【図２】第１の実施形態を説明するための断面模式図である。
【図３】第２の実施形態を説明するための断面模式図である。
【図４】第３の実施形態を説明するための断面模式図である。
【図５】第４の実施形態を説明するための断面模式図である。
【図６】第５の実施形態を説明するための断面模式図である。
【図７】第１の実施形態を説明するための平面模式図である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　（第１の実施形態）
　第１の実施形態について図１及び図２を用いて説明する。なお、本明細書で図示または
記載されない部分に関しては、当該技術分野の周知または公知技術を適用する。また、説
明を簡単にするため、各構成の面積について、各構成の断面の幅を用いて説明する場合が
ある。
【００１０】
　図１に、光電変換装置１００の平面レイアウト図を示す。光電変換装置１００は、受光
領域１０を含む領域１０１と、被遮光領域２０と周辺回路領域３０を含む領域１０２と、
を含む。領域１０２は、領域１０１以外の、領域１０１の外側に設けられた領域である。
受光領域１０および被遮光領域２０には、複数の画素が２次元アレイ状に配列されている
。画素は、少なくとも１つの光電変換部と、光電変換部にて生じた信号を読み出すための
読み出し回路を含む。読み出し回路は、例えば、光電変換部と電気的に接続した転送トラ
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ンジスタや、光電変換部と電気的に接続したゲート電極を有する増幅トランジスタや、光
電変換部をリセットするためのリセットトランジスタを含む。周辺回路領域３０は、受光
領域１０の動作の制御や受光領域１０から読み出された信号の処理を行う周辺回路が配さ
れる領域であり、例えば、増幅回路、水平走査回路、垂直走査回路等の処理回路を含む。
被遮光領域２０と周辺回路領域３０は、半導体基板の表面に対して垂直な方向から見た場
合に、遮光膜によって覆われている。一方、受光領域１０は、半導体基板の表面に対して
垂直な方向から見た場合に、遮光膜が設けられていないか、画素毎に開口されている遮光
膜が設けられており、光が光電変換部に到達する領域である。被遮光領域２０に配された
画素の少なくとも一部はオプティカルブラック画素（ＯＰＢ画素）であり、ＯＰＢ画素に
て得られた信号は黒基準として利用される。つまり、各領域は２つに分けることが出来る
。１つの領域１０１は、受光領域１０を含み、もう１つの領域１０２は非遮光領域２０と
周辺回路領域３０を含む。領域１０２は領域１０１の外側に設けられている。
【００１１】
　図２は、図１に示した平面レイアウト図におけるＡ－Ａ’部分の断面を示す図である。
Ａ－Ａ’部分は、領域１０１と、領域１０２に渡る部分である。領域１０１には、複数の
光電変換部２１８が半導体基板（以下、単に基板ともいう）２０１の上に設けられている
。ここでは、２つの光電変換部を図示している。２つの光電変換部２１８は、基板２０１
の表面２０２に平行な方向に沿って配列している。ここで、表面２０２に対して垂直な方
向であって、表面２０２から離れる方向を上方向とし、表面２０２に対して垂直な方向で
あって、基板内部に向かう方向を下方向とする。また、表面２０２を基準とした場合、上
方向の距離は高さとも言える。
【００１２】
　光電変換部２１８は、電極２１９と、光電変換層２２０と、電極２２１とを有し、光入
射面を有する。電極２１９（第１の電極）は、下部電極とも称し、アルミニウムや銅を主
成分とする導電体からなる。電極２１９は下面２１９ａと上面２１９ｂを有する。電極２
２１（第２の電極）は、上部電極とも称し、電極２１９よりも光入射面側に位置する。電
極２２１は、透明導電材料からなることが望ましく、例えば、ＩＴＯ（Ｉｎｄｉｕｍ　Ｔ
ｉｎ　Ｏｘｉｄｅ）やポリイミドを主成分とする導電体からなる。電極２２１は、下面２
２１ａと上面２２１ｂを有する。電極２２１は、導電体２２４を介して、配線層２１０に
電気的に接続される。導電体２２４は、例えば電極２２１と同一の材料からなる。光電変
換層２２０は、無機材料あるいは有機材料からなる光電変換可能な材料からなる。光電変
換層２２０として、例えば、無機材料の場合には、アモルファスシリコン層、アモルファ
スセレン層、量子ドット層、化合物半導体層等を適宜選択できる。光電変換層２２０の材
料として、有機材料を用いることができる。有機材料の例としては、金属錯体色素、シア
ニン系色素等の色素等を用いることができる。その他には、アクリジン、クマリン、トリ
フェニルメタン、フラーレン、アルミニウムキノリン、ポリパラフェニレンビニレン、ポ
リフルオレン、ポリビニルカルバゾール、ポリチオール、ポリピロール、ポリチオフェン
などの誘導体を用いることができる。また、その他の光電変換層２２０の例として、量子
ドット層を用いることができる。例えば、量子ドット層は、ＡｌＧａＡｓあるいはＧａＡ
ｓのバッファ材と、ＩｎＡｓあるいはＩｎＧａＡｓの量子ドットからなる。ここで、光電
変換部２１８の光入射面は、例えば、電極２２１の上面２２１ｂである。
【００１３】
　そして、光電変換装置は、光電変換層２２０と導光路を構成する部材２２５を有する。
部材２２５の材料は、光電変換層２２０よりも屈折率の低い材料であればよく、本実施形
態では、酸化シリコンである。
【００１４】
　本実施形態の導光路の形状について説明する。導光路は、少なくとも電極２１９の上面
２１９ａを含む面と、電極２２１の下面２２１ｂを含む面の間に設けられている。そして
、導光路は、光電変換層２２０の側面２２０ｃ、２２０ｄと部材２２５との界面における
反射もしくは屈折を用いて導光する。本実施形態では、部材２２５が開口を有し、開口の
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内部に光電変換層２２０が設けられており、光電変換層２２０は、部材２２５に囲まれる
部分２２６を有する。ここで、光電変換部２１８は、電極２２１の上面２２１ｂが光入射
面となる。部分２２６の、光入射面に平行な１つの面（第１の面）の面積は、部分２２６
の、光入射面に平行で、第１の面と電極２２１との間に配された１つの面（第２の面）の
面積よりも小さい。そして、電極２１９の光入射面への正射影の面積は、第２の面の光入
射面への正射影の面積よりも小さい。つまり、電極２１９側の光電変換層２２０の面積よ
りも光入射側の光電変換層２２０の面積が大きいことで開口率を維持することが出来る。
そして、電極２１９の面積が小さいことで、電極２１９のノードに生じる寄生容量を低減
することが可能となるため、ノイズ（ｋＴＣノイズ）を低減することが可能となる。よっ
て、開口率を維持したまま、ノイズを低減することが可能となる。ここで、ｋＴＣノイズ
は、ノイズとなる電荷数Ｑとしたときに、Ｑ＝（ｋＴＣ）０．５で与えられる（ｋ：定数
、Ｔ：温度、Ｃ：光電変換層の容量）。
【００１５】
　本実施形態において、第１の面をとった時の面積とは、例えば、部分２２６の下面２２
０ａの面積であり、第２の面をとった時の面積とは、例えば、部分２２６の上面２２０ｂ
の面積である。電極２１９の光入射面への正射影の面積とは、ここでは、下面２１９ａの
面積と一致する。図２に示すように、上面２２０ｂは長さｄ２３の幅を有し、下面２２０
ａは長さｄ２４の幅を有し、下面２１９ａは長さｄ２５の幅を有する。これらの関係は、
長さｄ２３＞長さｄ２４、且つ、長さｄ２３＞長さｄ２５となっている。ここで、幅とは
、例えば、部材や開口における基板２０１の表面２０２に水平な方向に沿った長さである
。以降の説明において、これらの幅を説明する際には、図７（ａ）と同様の平面構造を有
するものとする。ここで、部材の各面の面積の幅と電極の幅は、最大長さである。
【００１６】
　更に、各面を平面視した時の関係を、図７（ａ）に示している。図７（ａ）は、光入射
面へ任意の構成の外縁を投影して示した模式図である。各構成の投影像を正射影とも称す
る。上面２２０ｂが最も大きな外縁を有し、下面２２０ａ、及び下面２１９ａは上面２２
０ｂの外縁に内包される。本実施形態においては、下面２２０ａ、及び下面２１９ａは同
一の面積の場合を示しており、更に、電極２１９の上面２１９ｂも同一の面積を有してい
る場合を示した。この光電変換層２２０の下面２２０ａ、電極２１９の上面２１９ｂ、及
び下面２１９ａの面積は、いずれも異なっていてもよいが、下面２２０ａの面積が電極２
１９の上面２１９ｂの面積と等しいか、それよりも小さいことが望ましい。つまり、図７
（ｂ）に示すように、下面２２０ａの外縁が、電極２１９の上面２１９ａの外縁に内包さ
れていることが望ましい。このような構成によれば、光電変換層にて生じた信号を電気的
に効率よく収集することが可能となる。更に、下面２２０ａの面積が、電極２１９の上面
２１９ｂの面積よりも小さい場合には、開口形成時に電極２１９がエッチングストップと
して機能することが可能となるため、ダメージの少ない光電変換装置が提供可能となる。
【００１７】
　以下、図２のその他の構成について、簡単に説明を行う。領域１０１の基板２０１には
、複数のトランジスタ２１６が配されている。領域１０２の基板２０１には、複数のトラ
ンジスタ２１７が配されている。複数のトランジスタ２１７は、上述の読み出し回路や周
辺回路を構成する。基板２０１の表面２０２の上には、配線構造体２０３が設けられてい
る。配線構造体２０３は、領域１０１と領域１０２に連続して設けられた絶縁膜２０４～
２０６と、領域１０２に設けられた絶縁膜２０７、２０８を有する。配線構造体２０３は
、領域１０１と領域１０２の両方に設けられた配線層２０９、２１０と、領域１０２に設
けられ、領域１０１に設けられていない配線層２１１、２１２、２１３を有する。各配線
層は、互いに異なる高さに位置し、複数の配線パターンを有する。配線層２１２は、例え
ば、領域１０２において、領域１０２の少なくとも一部において、基板２０１へ入射する
光を低減するための遮光膜として機能する。また、配線層２１３は、外部との接続のため
の端子（パッド部）となる。保護膜２１４は、領域１０１の光電変換部２１８の上から配
線層２１３を覆い、配線層２１３の上面の一部を露出させる開口２１５を有する。領域１
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０１の保護膜２１４の上には、カラーフィルタ層２２２とマイクロレンズ層２２３が設け
られている。カラーフィルタ層２２２は、複数のカラーフィルタを含み、マイクロレンズ
層２２３は複数のマイクロレンズを含む。
【００１８】
　なお、本実施形態において、光電変換層２２０は、上面２２０ｅを有し、部材２２５の
上面２２５ｂと電極２２１の下面２２１ａの間に、上面２２５ｂと下面２２１ａに接して
設けられている。つまり、光電変換層２２０は、図２においてＴ字のような形状を有して
いる。この場合でも、導光路は、光電変換層２２０の部分２２６によって構成されており
、導光路の高さは、長さｄ２１－長さｄ２２などで表すことが出来る。ここで、高さとは
、例えば、基板２０１の表面２０２に垂直な方向に沿った部材や開口の長さ（最大長）で
ある。なお、光電変換層２２０がＴ字のような形状を有していなくてもよく、部分２２６
の上面２２０ｂが部材２２５の上面２２５ｂと同一面内に存在してもよい。つまり、電極
２２１は、部材２２５の上面２２５ｂと部分２２６の上面２２０ｂに接して設けられ、電
極２２１の下面２２１ａが平坦であってもよい。また、光電変換層２２０の部分２２６の
上面２２０ｂと上面２２０ｅとの間の部分が別の材料からなる膜によって構成されていて
もよい。
【００１９】
　本実施形態において、導光路は、いわゆるテーパー形状を有する構成であるが、テーパ
ー形状に限らない。また、本実施形態において、第１の面と第２の面として導光路の下面
と上面の面積を用いて説明したが、第１の面と第２の面は導光路の上面下面に限らない。
また、本実施形態では、読み出し回路のトランジスタとして転送トランジスタの例を説明
し、光電変換部２１８の電極２１９は転送トランジスタのソースに接続される構成を示し
た。転送トランジスタのドレインは、信号線や増幅回路に接続されうる。光電変換部２１
８の電極２１９が接続される部分は、例えば、ソースフォロワ回路を構成する増幅トラン
ジスタのゲート電極と接続してもよく、これらの構成に限らない。
【００２０】
　また、本実施形態において、光入射面として、電極２２１の上面２２１ｂを当てはめた
が、上面２２１ｂが凹凸を有する場合には、上面２２１ｂの任意の一点を含む面であって
、光電変換装置へ垂直に入射する光に対して垂直である面を光入射面とみなす。
【００２１】
　（第２の実施形態）
　第２の実施形態について、図３を用いて説明する。第２の実施形態は、第１の実施形態
と導光路の幅を変えた点が異なる。本実施形態において、第１の実施形態と同様の構成に
ついては、同一の符号を付し、説明を省略する。また、本実施形態において、第１の実施
形態と対応する構成については、下二桁が同一の符号を付し、詳細な説明を省略する。
【００２２】
　本実施形態の光電変換部３１８は、電極２１９と、電極２１９の上に設けられた光電変
換層３２０と、光電変換層３２０の上に設けられた電極２２１とを有する。そして、本実
施形態の光電変換装置は、電極２１９の上面の一部を露出する開口を有し、開口に設けら
れた光電変換層３２０の部分３２６と導光路を構成する部材３２５を有する。そして、部
分３２６の第１の面をとった時の幅は、長さｄ３２を有し、第２の面をとった時の幅は、
長さｄ３１を有し、電極２１９の幅は、長さｄ３３である。これらは、長さｄ３１＞長さ
ｄ３２、且つ、長さｄ３１＞長さｄ３３の関係を満たす。また、別の部分３２６において
も、第１の面をとった時の幅は、長さｄ３５を有し、第２の面をとった時の幅は、長さｄ
３４を有し、電極２１９の幅は、長さｄ３６である。これらは、長さｄ３４＞長さｄ３５
、且つ、長さｄ３４＞長さｄ３６の関係を満たす。
【００２３】
　そして、本実施形態において、カラーフィルタ層３２２は、第１の色に対応する第１カ
ラーフィルタ３２２ａと、第１の色と異なる第２の色に対応する第２カラーフィルタ３２
２ｂとを含む。ここで、第１カラーフィルタ３２２ａと、第２カラーフィルタ３２２ｂは



(8) JP 6541313 B2 2019.7.10

10

20

30

40

50

、互いに異なる分光透過率プロファイルを有する。このような構成において、第１のカラ
ーフィルタ３２２ａに対応する光電変換部３１８は、部材３２５の上面３２５ｂにおける
開口の幅として長さｄ３１を有する。そして、第２のカラーフィルタ３２２ｂに対応する
光電変換部３１８は、部材３２５の上面３２５ｂの高さにおける開口の幅として長さｄ３
４を有する。ここで、長さｄ３１と長さｄ３４は互いに異なり、例えば、長さｄ３１＞長
さｄ３４である。
【００２４】
　これら幅の関係について説明する。例えば、可視光に対応したカラーフィルタ層３２２
において、白色光を入射したときに感度をそろえたい場合には次のようにする。第１のカ
ラーフィルタ３２２ａを透過する光が、第２のカラーフィルタ３２２ｂを透過する光より
も少ない場合には、長さｄ３１を長さｄ３４よりも長くする。カラーフィルタの分光特性
に応じて幅を変えることで、光電変換層３２０にて生じる電荷の量のばらつきを低減する
ことが可能となる。また、例えば、可視光に対応したカラーフィルタ層３２２において、
光の回折による混色を低減したい場合には次のようにする。第２のカラーフィルタ３２２
ｂを透過する光の波長が第１のカラーフィルタ３２２ａを透過する光の波長よりも長い場
合には、長さｄ３１を長さｄ３４よりも長くする。カラーフィルタの分光特性に応じて幅
を変えることで、混色を低減することが可能となる。このように、カラーフィルタ層３２
２の特性に応じて、開口の幅を変えることが可能である。
【００２５】
　ここで、開口の幅とは、導光路の幅であり、表面２０２に垂直な断面において、光電変
換層３２０の２つの側面３２０ｃ、３２０ｄの距離である。また、平面視した時の開口の
幅を基準としてもよい。部材３２５の上面３２５ａを含む面における幅を基準にしたが、
それ以外の位置における部分３２６の幅を基準としてもよい。また、本実施形態において
、開口の幅を変える際に、電極２１９の大きさ（幅）も変更しているが、変えなくてもよ
い。
【００２６】
　（第３の実施形態）
　第３の実施形態について、図４を用いて説明する。第３の実施形態は、第１の実施形態
と導光路の高さを変えた点が異なり、第２の実施形態と導光路の幅ではなく高さを変えた
点で異なる。本実施形態において、他の実施形態と同様の構成については、同一の符号を
付し、説明を省略する。また、本実施形態において、第１の実施形態と対応する構成につ
いては、下二桁が同一の符号を付し、詳細な説明を省略する。
【００２７】
　本実施形態の光電変換部４１８は、電極４１９と、電極４１９の上に設けられた光電変
換層４２０と、光電変換層４２０の上に設けられた電極２２１とを有する。そして、光電
変換装置は、電極４１９の上面の一部を露出する開口を有する部材４２５を有する。この
部材４２５と光電変換層４２０は、第１の実施形態と同様に導光路として機能し得る。こ
こで、カラーフィルタ層４２２は、第１の色に対応する第１カラーフィルタ４２２ａと、
第１の色と異なる第２の色に対応する第２カラーフィルタ４２２ｂとを含む。ここで、第
１カラーフィルタ４２２ａと、第２カラーフィルタ４２２ｂは、互いに異なる分光透過率
プロファイルを有する。
【００２８】
　このような構成において、第１のカラーフィルタ４２２ａに対応する光電変換部４１８
の電極の下には、部材４２６が設けられている。部材４２６は、例えば、部材４２５と同
一の材料である。第１のカラーフィルタ４２２ａに対応する光電変換層４２０は、電極４
１９の上面４１９ｂから部材４２５の上面４２５ｂの高さまでの長さｄ４１だけの厚みを
有する。一方、第２のカラーフィルタ４２２ｂに対応する光電変換部４１８は、部材４２
６の上には設けられていない。第２のカラーフィルタ４２２ｂに対応する光電変換層４２
０は、電極４１９の上面４１９ｂから部材４２５の上面４２５ｂの高さまでの長さｄ４２
だけの厚みを有する。長さｄ４２は長さｄ４１よりも大きい。このようにカラーフィルタ
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層４２２の特性に応じて、導光路の高さを変えることが可能である。
【００２９】
　導光路の高さの関係について説明する。例えば、カラーフィルタ層４２２が含む各カラ
ーフィルタと、光電変換層における光の吸収とに応じて、深さを変えることが望ましい。
例えば、第２のカラーフィルタ４２２ｂが、第１のカラーフィルタ４２２ａよりも波長の
長い光を透過するために設けられ、光電変換層４２０が、例えばアモルファスシリコン層
の場合には、長さｄ４２は長さｄ４１よりも長くすることが望ましい。このように、カラ
ーフィルタ層４２２の特性に応じて、導光路の高さを変えることが可能である。
【００３０】
　なお、本実施形態の製造方法は、部材４２６を形成した後に、電極４１９を形成し、部
材４２５を形成することで製造可能である。また、本実施形態と第２の実施形態とを組み
合わせてもよい。
【００３１】
　（第４の実施形態）
　第４の実施形態について、図５（ａ）、図５（ｂ）を用いて説明する。第４の実施形態
は、他の実施形態とは、光電変換層の厚みが異なる。本実施形態において、他の実施形態
と同様の構成については、同一の符号を付し、説明を省略する。また、本実施形態におい
て、第１の実施形態と対応する構成については、下二桁が同一の符号を付し、詳細な説明
を省略する。
【００３２】
　図５（ａ）は、特に、第２の実施形態に対応しており、カラーフィルタ層３２２のカラ
ーフィルタの色に応じて導光路の幅が異なっている。図５（ａ）において、光電変換部５
１８は、電極２１９と、光電変換層５２０と、電極５２１とを含む。ここで、光電変換層
３２０は、部材３２５の上面３２５ｂから、部材３２５の開口の側面を覆い、電極２１９
の上を覆っている。光電変換層３２０は、部材３２５の形状を踏襲した上面を有するコン
フォーマルな膜である。更に、電極５２１も同様に、光電変換層５２０の上面の形状を踏
襲した上面を有するコンフォーマルな膜として形成されている。そして、保護膜５１４が
、電極５２１の上面に沿って、電極５２１の上面の窪みを埋め、領域１０１において平坦
化膜として機能している。
【００３３】
　このような構成においても、第１のカラーフィルタ３２２ａに対応する部分５２６の第
１の面をとった時の幅は、長さｄ５２を有し、第２の面をとった時の幅は、長さｄ５１を
有し、電極２１９の幅は、長さｄ５３である。これらは、長さｄ５１＞長さｄ５２、且つ
、長さｄ５１＞長さｄ５３の関係を満たす。また、第２のカラーフィルタ３２２ｂに対応
する部分５２６においても、第１の面をとった時の幅は、長さｄ５５を有し、第２の面を
とった時の幅は、長さｄ５４を有し、電極２１９の幅は、長さｄ５６である。これらは、
長さｄ５４＞長さｄ５５、且つ、長さｄ５４＞長さｄ５６の関係を満たす。
【００３４】
　図５（ｂ）は、特に、第３の実施形態に対応しており、カラーフィルタ層４２２のカラ
ーフィルタの色に応じて導光路の高さが異なっている。光電変換部１５１８は、電極４１
９と、光電変換層１５２０と、電極１５２１とを含む。ここで、光電変換層１５２０は、
部材４２５の上面４２５ｂから、部材４２５の開口の側面を覆い、電極４１９の上を覆っ
ている。光電変換層１５２０は、部材４２６の形状を踏襲した上面を有するコンフォーマ
ルな膜である。更に、電極１５２１も同様に、光電変換層１５２０の上面の形状を踏襲し
た上面を有するコンフォーマルな膜として形成されている。そして、保護膜１５１４が、
電極１５２１の上面に沿って、電極１５２１の上面の窪みを埋め、領域１０１において平
坦化膜として機能している。
【００３５】
　このような構成においても、カラーフィルタ４２２ａに対応した導光路の高さは、長さ
ｄ５７を有し、カラーフィルタ４２２ｂに対応した導光路の高さは、長さｄ５８を有し、
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長さｄ５７＜長さｄ５８となっている。
【００３６】
　このように、光電変換層が薄く、コンフォーマルな膜によって構成されていてもよい。
なお、光電変換層が、第２、第３の実施形態の光電変換層よりも薄いため、部材３２５と
部材４２５の開口は平面視したときに円や、楕円や、角のとれた矩形が好ましい。
【００３７】
　（第５の実施形態）
　第５の実施形態について、図６を用いて説明する。本実施形態において、他の実施形態
と同様の構成については、同一の符号を付し、説明を省略する。また、本実施形態におい
て、第１の実施形態と対応する構成については、下二桁が同一の符号を付し、詳細な説明
を省略する。
【００３８】
　図６において、光電変換部６１８は、電極６１９と、その上に設けられた光電変換層６
２０と、光電変換層６２０の上に設けられた電極６２１と、部材６０４と、を有する。こ
こで、電極６１９の下面６１９ａは、基板２０１の表面２０２に直接接して設けられてお
り、半導体領域６０１と電気的に接続している。そして、部材６０４は、表面２０２の上
に設けられ、領域１０１と領域１０２に渡って設けられている。光電変換層６２０は、部
材６０４に設けられた開口を埋め、電極６１９と電気的に接続し、領域１０１において部
材６０４の開口以外の上を覆っている。電極６２１は、光電変換層６２０を覆い、領域１
０２に設けられた配線層６０９と電気的に接続する。保護膜２１４は、領域１０１から領
域１０２に渡って、電極６２１の上から配線層６０９の上に延在する。保護膜２１４は開
口２１５を有し、配線層６０９の上面６０９ｂの一部を露出させており、配線層６０９は
端子として機能する。ここで、部材６０４と光電変換層６２０は、第１の実施形態と同様
に導光路を構成している。
【００３９】
　このような構成においても、断面視した場合に、部分６２６の上面６２０ｂは、長さｄ
６１の幅を有し、上面６２０ｂと電極６１９との間のある面は、長さｄ６２の幅を有し、
電極６１９の最大幅である下面６１９ａの長さは、長さｄ６３を有する。これらの関係は
、長さｄ６１＞長さｄ６２、且つ、長さｄ６１＞長さｄ６３となっている。つまり、部分
６２６において、光入射面に平行な第１の面をとった時の面積は、光入射面に平行で、第
１の面と電極６２１との間に位置する第２の面をとった時の面積よりも小さい。そして、
電極６１９の光入射面への正射影の面積は、第２の面の光入射面への正射影の面積よりも
小さい。
【００４０】
　以下、上記の各実施形態に係る光電変換装置の応用例として、該光電変換装置が組み込
まれた撮像システムについて例示的に説明する。撮像システムの概念には、撮影を主目的
とするカメラなどの装置のみならず、撮影機能を補助的に備える装置（例えば、パーソナ
ルコンピュータ、携帯端末）も含まれる。撮像システムは、上記の実施形態として例示さ
れた本発明に係る光電変換装置と、該光電変換装置から出力される信号を処理する信号処
理部とを含む。該信号処理部は、例えば、Ａ／Ｄ変換器、および、該Ａ／Ｄ変換器から出
力されるデジタルデータを処理するプロセッサを含みうる。
【００４１】
　各実施形態は、発明の一つの実施形態であって、これに限定されるものではない。例え
ば、各実施形態において、基板として半導体基板を例に説明を行ったが、回路が形成され
たガラス基板やフレキシブル基板等であってもよい。少なくとも１つの電極と光電変換層
との間に、電極から光電変換層へ電荷が注入されるのを抑制する電荷ブロッキング層など
の機能層を設けてもよい。また、少なくとも１つの電極と光電変換層との間に、絶縁膜を
設けた構成（ＭＩＳ型構造）であってもよい。また、光電変換層は、部材の上面の上にも
延在しているが、開口の中のみ、すなわち光電変換層が、部材の上面と面一の上面を有す
る構成でもよい。また、絶縁膜や保護膜は単層でも多層でもよく、各層が異なる材料から
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各実施形態は公知の半導体製造技術によって製造可能である。
【符号の説明】
【００４２】
　１０１　領域
　１０２　領域
　２０１　基板
　２０２　表面
　２１８　光電変換部
　２１９　電極
　２２０　光電変換層
　２２１　電極
　２２５　部材
　２２６　部分
　２１９ａ、２２０ａ、２２１ａ　下面
　２１９ｂ、２２０ｂ、２２１ｂ、２２５ｂ　上面
　２２０ｃ、２２０ｄ　側面
　２１４　保護膜
　２０３　配線構造体
　２０４～２０８　絶縁膜
　２０９～２１３　配線層

【図１】 【図２】
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